
報奨金申請書の作成について

■報奨金の交付要件

・報奨金算定基準日において、昨年度に常時15人以下の労働者を使用する事業の事業主の委託に係るものにつき、

　昨年度の確定保険料の額の合計額の95％以上が納付されていること

・昨年度の労働保険料（追徴金・延滞金を含む）について、差し押さえなど滞納処分を受けたことがないこと

・偽りその他不正な行為により、昨年度の労働保険料（追徴金・延滞金を含む）の徴収を免れ、

　又はその還付を受けたことがないこと

■報奨金の額

〈労働保険料分〉

・定率分＝（労働者15人以下の事業の労働保険料×2.0/100）

・定額分＝（5人未満委託事業のうち二保険関係成立事業の数×12,400円） →甲A

十（５人未満委託事業のうち二保険関係成立事業以外の事業の数×6,200円） →甲B

十（５人以上15人以下委託事業のうち二保険関係成立事業の数×6,200円） →乙A

十（５人以上15人以下委託事業のうち二保険関係成立事業以外の数×3,100円） →乙B

〈一般拠出金分〉

報奨金の額＝労働者15人以下の事業の昨年度の一般拠出金の額×3.5/100

《電子化分》

報奨金の額＝申告書内訳（電子）に登録された労働者15人以下の事業の数×800円

　　※この資料では主に計算シートの使い方の解説を行います。報奨金申請については「報奨金についてのお知らせ」冊子をご参照ください。



1.ページの構成

①はじめに

「はじめに」のページで「基本項目シート」入力をクリックすると

「基本項目シート」のタブに移動します

　（タブをクリックしても移動できます）

②「基本項目シート」入力

↓

③「データ入力シート」入力

↓

全ての項目を入力したあと

④「交付申請書の作成」をクリックすると申請書１・3枚目に

集計データが表示されます。このデータをもとに２枚目を

作成します。

申請書は　　　　　のタブに表示されます。
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②「基本項目入力」

各項目を入力します

（基本項目）

事務組合の名称

郵便番号

所在地

電話番号

代表者氏名

作成者氏名

（金融機関）

金融機関の名称

ゆうちょ銀行の場合は所在地

店名

口座番号

名義人

※申請書がうまく表示されない場合は

　申請書の方を上書きしていただいてかまいません



③「データ入力シート」入力

年度更新の申告書内訳を見て入力します。

入力方法については次の項目で詳しく説明します。

④交付申請書にデータが反映されます

※２～３枚目は１枚目に反映されたデータを基に計算追記します。



２.「データ入力シート」について

※申告書内訳から15人以下事業をピックアップして入力します（16人以上の事業所は入力しても反映されません）

①労働者数 ※母体団体は対象外のため入力しないでください

申告書内訳

「労働者数」の欄に、「申告書内訳」の「常時使用労働者」と「被保険者」のうち数の多いほうの人数を入力します。

※1～4人→甲、5～15人→乙と申請書に反映されます。

※基幹番号が複数ある場合は末尾で合算されてしまう為、別計算してください。

（（例）94〇〇30と95〇〇20の２種類の基幹番号を持つ場合、片方に統合されてしまいます）



②保険関係区分

申告書内訳

「申告書内訳」を確認し、「二保険」の欄に「両保」→「A」、

「労災」or「雇用」いずれかのみ→「B」を入力します。

※「両保」でも左の「常時使用労働者」と「被保険者」のがどちらかが0人の場合は「B」になります。



③常時使用労働者数及び被保険者数の人数がいずれも0人の事業場

常時使用労働者数及び被保険者数の人数がいずれも0人の事業場について、特別加入がある場合は定率分が計算対象になります。

※定額分は対象になりません。

注意事項 ※0人でデータ入力票に打ち込んだ場合、同じ末尾に０人の枝番号が１件しかない場合は集計されない為ご注意ください。

　集計されない場合は合計金額を申請書に直接入力、もしくは記入してください。



④確定保険料総額

申告書内訳

「確定保険料総額」の欄に「申告書内訳」の「確定保険料」額を入力します。

※④⑤⑦⑩については昨年度確定保険料について追徴金・延滞金・未納・督促等なければ同額を入力します。

；



⑤納付率の確認 2枚目【総括】⑴納付率等　　1.2枚目の項目から納付率を算出します。

1枚目

2枚目

162,100 152,100

93.8

※納付率95％以上が報奨金交付対象となります。



⑥定額分の計算

1枚目

2枚目

甲（5人未満委託事業）・A（二保険関係成立事業）→　×12,400円

甲（5人未満委託事業）・B（二保険関係成立事業以外）→　×6,200円

乙（5人以上15人以下委託事業）・A（二保険関係成立事業）→　×6,200円

乙（5人以上15人以下委託事業）・B（二保険関係成立事業以外）→　×3,100円

1 12,400



⑦定率分の計算

1枚目

2枚目

※定率分と定額分を合計します。

※合計欄は100円未満を切り捨てます。

2,800



⑧一般拠出金

申告書内訳

「一般拠出金納付状況」の欄に、

「申告書内訳」の「一般拠出金」の額を入力します。

※納付済みの場合は「納付済額」に同額を入力します。

；

；



⑨納付率の確認（一般拠出金）

３枚目 ※納付率95％以上が報奨金交付対象となります。



⑩一般拠出金分の計算

３枚目

※合計欄は100円未満を切り捨てます。



⑪昨年度概算・確定保険料に追徴がある場合

納付書（イメージ図）

追徴金がある場合は、送付された納付書の金額を確認して入力します。

※　　　　　破線部分の合計も計算して入力します

；；

；

； ；

2,000 122,000 2,000 122,000



昨年度概算・確定保険料に滞納があり、延滞金がある場合

延滞金の納付について（イメージ図）

※破線部分の合計も計算して入力します

延滞金が発生した場合は送付された納付書の金額を確認して入力します。



⑬督促を受けた場合

督促状（イメージ図）

※督促を受けて納付した金額については、納付率の計算に含みますが、

　定率分の計算に含みません。

督促を受けて支払った場合は、金額を確認して入力します。



⑭前年度に算定基礎調査等があった場合（２枚目）【増額分】

前年度に実施された前々年・前々々年度保険料の算定基礎調査により差額保険料（増額）がある場合に入力します。

※差額保険料（増額）は、報奨金の交付要件である「納付率」に影響があります。

※差額保険料（増額）は、「報奨金額の定率分」の計算に影響がありません。



⑮前年度に算定基礎調査があった場合（２枚目）【減額分】

前年度に実施された前々年・前々々年度保険料の算定基礎調査により差額保険料（減額）がある場合に入力します。

※差額保険料（減額）は、報奨金の交付要件である「納付率」に影響があります。

※差額保険料（減額）は、「報奨金額の定率分」の計算に影響があります。



⑯第３種特別加入保険料（海外派遣）について

労働保険番号の末尾８，第３種特別加入保険料（海外派遣）は、

派遣元労働保険番号の常時使用労働者数が15人以下の事業所について報奨金（定率分）の対象になります。

※定額分は対象になりません。

甲乙ABが自動計算になるため、海外派遣の件数は手書きで訂正してください。

手書きで訂正してください。

0



⑰電子化分の計算

電子化分については１件につき800円を交付します。

常時労働者15人以下の委託事業場の合計件数を算出しますが、

保険料分のカウント方法と異なる部分があります。

（例１）

労働者数0人、昨年度確定保険料が特別加入保険料のみの場合。

→保険料分は定額分の対象にならない為、甲乙カウント

　しませんが、電子化分は対象になります。

　労働者が0人のため、便宜上甲Bに加算してください。

（例２）

昨年度末までに委託を請けた事業所について、

昨年度の概算保険料を計上したが確定保険料が０円の場合

（労働者も０人）。

→保険料分は対象になりませんが電子化分は対象になります。

　労働者が0人のため、便宜上甲Bに加算してください。

※電子化分の計算には海外派遣を含みません

合計件数
×800円


